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追加送信時の納付税額等が、追加送信前の最後に行った電子申告時の 

納付税額等から、変更があるかどうかの確認で使用される項目 

 

追加送信時の納付税額等が、追加送信前の最後に行った電子申告時の納付税額等から 

変更されている場合は、追加送信できないとされています。 

納付税額等に変更があったかについては、システムでは次頁からの申告書(※１)の項目の

金額の変更(※２)の有無で判断しています。 

※１ 当資料は、令和４年度の申告書を使用して説明しています。お手数ですが、異なる 

年度の場合は、対象年度の申告書の項目名や項番に読み替えてください。 

※２ 例えば、別表 1で対象項目の１つ以上の金額に変更があれば、[法人税・地方法人 

税]については追加送信できないため、当該税目のタブは非活性(※３)になります。 

 ※３ 納付税額等に変更があり、追加送信を利用できない税目については、当該税目の 

   タブを開く際に、以下のメッセージが表示されます。 

    ------------------------------------------------------------------------------------ 

     情報 

     I  申告書の電子申告時から、納付税額等が変更されています。 

       そのため、追加送信を行えません。 

       メニュー902、903 で、変更後の納付税額等が記載された申告書を 

       電子申告してください。 

 

       （参考） 

       追加送信では、申告書を電子申告できません。 

    ------------------------------------------------------------------------------------ 
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Ⅰ 国税 (※１) 

※１ 様式イメージは、国税庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのこちらに掲載されている様式を使用しています。 

１．[法人税・地方法人税]タブ 

(1) 別表 1 ※予定申告以外 

① 「所得金額又は欠損金額[1]」 

② 「差引確定法人税額[15]」 

③ 「この申告による還付金額」－「計[24]」の本書き 

④ 「この申告により納付すべき法人税額又は減少する還付請求税額[26]」 

⑤ 「翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金[28]」 

⑥ 「差引確定地方法人税額[41]」 

⑦ 「この申告による還付金額」－「計[44]」の本書き 

⑧ 「この申告により納付すべき地方法人税額[48]」 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2022/01.htm
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(2) 別表 19 ※予定申告 

① 「納付すべき法人税額」 

② 「納付すべき地方法人税額」 
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Ⅱ 地方税 (※１)(※２) 

※１ 追加送信可能な都道府県や市町村の内、いずれか 1つ以上の提出先で対象税目 

の納付税額等に変更があれば、当該税目は追加送信できません。 

※２ 様式イメージは、以下に掲載されている様式を使用しています。 

① 第 6号様式関連  ･･･ 東京都主税局のこちらに掲載されている様式 

② 第 20 号様式関連 ･･･ 大阪市のこちらに掲載されている様式 

 

１．[都道府県民税・事業税等]タブ (※３)（[事業税等(予定申告分)]タブ(※４)も同様です。） 

 ※３ 法人の事業種別により、使用する様式は以下となります。 

    ① 予定申告以外 

1) 第 6号様式 

第 6号様式(その２)や(その 3)を使用する法人以外の法人（＝地法第 72条

の 2第 1 項第 1号又は第 2 号に掲げる事業を行う法人） 

2) 第 6号様式(その２) 

   電気供給業のうち、小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業を 

行う法人(＝地法第 72 条の 2第 1 項第 3号に掲げる事業を行う法人) 

3) 第 6号様式(その３)・次葉 

ガス供給業のうち、地方税法第 72 条の 2 第 1 項第 4 号に掲げる事業（以下

「特定ガス供給業」といいます。）を行う法人 

    ② 予定申告 

      上記①の第 6 号様式の対象法人と同様です。 

1) 第 6号の 3様式 

2) 第 6号の 3様式(その２) 

3) 第 6号の 3様式(その３) ・次葉 

※４ 「中間申告(仮決算)」の処理区分で、都道府県民税が中間申告、事業税が予定申告 

となる提出先が１団体以上ある場合に表示されます。 

  

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shomei/index-z1.html
https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000006482.html
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(1) 第６号様式 ※予定申告以外 

① 「都道府県民税」－「差引[23]」 ※東京都の場合は「都民税」 

 ② 「事業税」－「差引[52]」 

 ③ 「特別法人事業税」－「差引[62]」 

 ④ 「中間納付額[72]」 
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(2) 第６号様式(その２) ※予定申告以外 

① 「都道府県民税」－「差引[23]」 ※東京都の場合は「都民税」 

 ② 「事業税」－「差引[64]」 

 ③ 「特別法人事業税」－「差引[75]」 

 ④ 「中間納付額[78]」 
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(3) 第６号様式(その３)・次葉 ※予定申告以外 

① 「都道府県民税」－「差引[23]」 ※東京都の場合は「都民税」 

 ② 「事業税」－「差引[76]」 

 ③ 「特別法人事業税」－「差引[92]」 

 ④ 「中間納付額[63] 

 

 (第 6号様式(その 3)) 

  

(第 6 号様式(その 3)・次葉) 
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(4) 第６号の 3 様式 ※予定申告 

① 「この申告により納付すべき都道府県民税額[7]」 ※東京都の場合は「都民税額」 

 ② 「この申告により納付すべき事業税額及び特別法人事業税額[28]」 

 

 

(5) 第６号の 3 様式(その２) ※予定申告 

① 「この申告により納付すべき都道府県民税額[7]」 ※東京都の場合は「都民税額」 

 ② 「この申告により納付すべき事業税額及び特別法人事業税額[21]」 
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(6) 第６号の 3 様式(その３)・次葉  ※予定申告 

① 「この申告により納付すべき都道府県民税額[7]」 ※東京都の場合は「都民税額」 

 ② 「この申告により納付すべき事業税額及び特別法人事業税額[24]」 

 

 (第６号の 3 様式(その３)) 
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２．[市町村民税]タブ 

(1) 第 20 号様式 ※予定申告以外 

① 「市町村民税」－「差引[22]」 

 ② 「還付請求税額」 
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(2) 第 20 号の 3 様式 ※予定申告 

① 「この申告により納付すべき市町村民税額[7]」 

 

以上 


